
第2号議案
第15期平成30年度　事業計画書
書式第7号　事業計画書（法第10条関係）

事業名 事業内容
実施予
定日時

実施予定
場所

従業員
の予定
人数

受益対象者の
範囲及び　　予

定人数
支出見込み額

1 日本橋をガイドする研修 11月 東京 １名

37名　通訳技術
および日本文
化に関心がある
者

130,000                   

2 広島・宮島・直島研修 １２月
広島・宮島・

直島
１名 ３９名 2,096,000                 

3 冨田屋・西陣研修 １月 京都 １名 １５名 200,000                   

4
新人通訳ガイド実務研修会
＜関東地区＞

3、4月 東京 4名 60 3,000,000                 

貸切バスにて現場実習研修会
（鎌倉箱根）

3月 日光 １名
30名
同上 490,000

貸切バスにて現場実習研修会
（日光）

5月 鎌倉箱根 １名
30名
同上 520,000

7 専門性研修（建築、歌舞伎、和食他）
6月、８
月、9月

東京 各1名
毎回30名ｘ4

同上 750,000                   

8

9 Ｎａｔａｉｖｅ講師のワークショップ 年6回 東京、大阪 １名 各回１２名 260,000                   

C.C.チャレンジサークル座学・現場下
見（歌舞伎町、ジェネラルトピックス、
教育、エンタメ等）

年10回
東京ほか各
地

1名 各回10名 200,000                   

e-ラーニング　コンテンツ製作 随時 全国各地 各２名
各回15名
同上 1,000,000                 

11

懇親会・新人歓迎懇親会
（会員交流、情報交換、業界の知識の
共有を目的とし、現場業務技術を向上
させる）

１月、８月 東京、大阪 各2名
毎回20名
同上 400,000                   

10,446,000               

事業2
技術普及啓発事業

12
国際交流組織、地方自治体、教育機
関等における講演・広報活動

随時 全国各地 各１名

100名
国際交流に関心
のある一般市民・
学生

100,000                   

100,000                   

13
第２回通訳ガイドコンベンション
（ＮＰＯ・ＧＩＣＳＳ創立１5周年記念イベ
ント）

８月 東京 ６名

120名　　通訳
ガイド技術・日
本文化に関心
のある者

500,000                     

14
旅程管理主任者資格取得サポートプ
ログラム［ＴＣSP]　（国内・総合旅程管
理主任者取得を支援する）

3－10月 全国各地 １名
40名
同上 500,000                   

15
無料ガイド・デー
（観光地にて無料ガイドサービスを提
供する）

2月 東京・京都 各2名
各１２名
同上 80,000                     

16
インバウンド添乗実務研修
（外国人客向け旅程管理業務を学ぶ）

4月 東京 各2名
24名
同上

150,000                   

17
ＧＩＣＳＳ検定（勉強会を経て、ガイド技
術のレベルを審査し、認定表を発行）

年2回 東京 各1名
各回28名
同上

600,000

18
ロードマップ研修（資格を生かしてガイ
ド就業機会を得る道筋を示す

3月 東京 １名 ３０名　同上 45,000

1,875,000                 

12,421,000

事業1
通訳ガイド、コミュニ
ケーション技術研鑽
研究・指導事業
（観光地および日本文化
全般の通訳ガイド業務業
務技術の研修指導をする）

事業3
職業能力開発、雇用
機会拡充支援事業

5
新人通訳ガイド実務研修会
＜関西地区＞

地域スポット研修
（人気観光現場でガイド技術を実習指
導研修）（倉敷、谷根千、大阪、お台場、
京都、京都）

10

6

300,000                   
各回25名
同上

20 1,100,000

年6回

4名5月 大阪

各2名
東京、大
阪、京都

平成30年度 事業計画書
平成30年11月1日から平成31年10月31日まで

特定非営利活動法人 通訳ガイド＆コミュニケーション・スキル研究会

1 事業実施の方針
参加型の研修で、参加者が楽しみながら幅広い分野で実践的な技術向上ができることを目指す。

日本の文化・観光資源、多文化交流への一般市民の関心喚起を心がける。

2 事業の実施に関する事項
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